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１．趣旨 

私たちは、すべての子どもが、生まれ育つ地域によって不利益を受けることなく、

等しく質の高い保育を受けられる環境が保障されるべきであると考えております。 

しかしながら、現行の保育制度においては、都市部と人口減少地域との間、さらに

は自治体ごとの財政力や独自補助の有無、地域区分の違いなどにより、保育施設の運

営体制や提供される保育の質に大きな格差が生じております。 

また、制度の充実が進む一方で、現場における事務負担の増大や制度活用の困難さ

といった新たな課題も顕在化しております。 

こうした状況は、子どもの育ちの保障という観点から看過できないものであり、持

続可能で公平な保育制度の構築に向けた制度改善が必要不可欠であります。 

 

２．現状と課題 

千葉県内において、保育を取り巻く地域間格差は顕著に表れております。 

都市部では保育需要の高さを背景に、市町村独自補助や加配職員の配置が充実して

いる自治体がある一方、人口減少地域や財政基盤の弱い自治体では、必要な支援が十

分に行えず、人員確保や保育体制の維持に苦慮している実態があります。 

また、公定価格における地域区分の違いにより、同一県内であっても運営費に差が

生じ、保育士配置や環境整備、研修機会の確保等に不均衡が生じています。 

さらに、保育士確保の面においても、処遇や働きやすさの差により人材の偏在が生

じ、結果として保育の質の格差が固定化される構造となっています。加えて、ICT 推

進や処遇改善といった制度の充実がなされる一方で、現場に求められる事務作業や制



度対応が複雑化し、本来子どもと向き合うべき時間が圧迫されている現状がありま

す。 

 

３．要望事項 

以上の課題を踏まえ、次の事項について、制度改善および必要な財政措置を講じて

いただきたく、強く要望いたします。 

（１）地域区分に過度に依存しない保育運営費の確保 

公定価格の見直しおよび加算制度の整理・充実を図り、地域や自治体の財政力に左

右されることなく、全国どの地域においても安定的かつ均質な保育運営が可能となる

制度の構築を求めます。 

（２）市町村独自補助による格差の是正 

市町村ごとの財政状況により保育の質に差が生じないよう、国による補完財源の創

設や財政調整機能の強化など、制度的な是正措置を求めます。 

（３）人口減少地域等への重点的支援 

人口減少地域や財政基盤の弱い自治体においても、必要な人員配置や保育機能の維

持が図られるよう、重点的な財政支援制度の創設・拡充を求めます。 

（４）保育士確保施策の底上げ 

給与水準の引き上げや処遇改善加算の見直し、研修体制の充実などにより、地域に

よる処遇格差を是正し、保育士の確保・定着を図る全国的な制度強化を求めます。 

（５）ICT 推進加算の要件緩和 

ICT 推進加算については、制度の趣旨に反し、キャッシュレス決済の導入など、要

件の複雑さが現場における活用の障壁となっている実態があります。ついては、要件

の簡素化・柔軟化を図り、専門人材が不足する施設においても活用しやすい制度へ見

直すことを求めます。 

（６）処遇改善関係事務の簡素化・一元化 

処遇改善に係る事務手続きについて、類似内容の書類が複数存在し、現場の大きな

負担となっています。ついては、報告様式の統合・一元化を進め、事務負担の軽減と

業務効率化を図る制度改善を求めます。 

 

４．結び 

子どもの育ちは社会の未来を形づくる基盤であり、保育はその根幹を支える社会イ

ンフラです。生まれ育つ地域によって保育環境に差が生じる現状は、子どもの権利の



観点からも看過できない課題であり、また保育現場の持続可能性の観点からも、早急

な対応が求められます。 

政務調査会におかれましては、現場の実情を踏まえた制度改善と必要な財政措置を

講じていただきますよう、強くお願い申し上げます。 

以上、要望いたします。 

 


